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東京湾臨海部の埋立地において，基盤を含めた複数の深度で地震観測を行う鉛直アレー地震観測が行

われており，2011年東北地方太平洋沖地震での地震動を観測した．観測地点周辺では多くの地点で液状

化が発生し，地中に埋設されたライフライン等に大きな被害が発生した．液状化の発生特性と地震動特

性との関係を明らかにすることは重要と考えられるため，観測記録を用いて東京湾臨海部の地震動特性

と観測地点の地盤の地震時挙動の検討を行った．その結果，地震動には継続時間が長く後半部分に長周

期成分の卓越が見られたこと，同様の特徴は工学的基盤での地震動にも見られたこと，本震時に地震観

測地点の地盤に発生したせん断ひずみは10-3レベルであったこと等が明らかになった． 
 

Key Words : Downhall array earthquake obserbation, Tokyo bay area, Nonlinear, ground motion,  
the 2011 off the Pacific coast ofTtohoku Earthquake 

 
 
 
１．はじめに 
 

2011年3月11日に発生した2011年東北地方太平洋

沖地震（以後，東北地方太平洋沖地震）では，東北

から関東にかけての太平洋沖合の広い範囲が震源域

と考えられ，震源破壊の不均一性や，それに伴う震

源破壊の指向性効果等により，震源近傍のみならず

広い範囲で特徴的な地震動が発生した1),2) 
震源から離れた関東地域でも比較的振幅が大きく，

継続時間が長い地震動が発生し，多数の被害が発生

した．被害の中で最も顕著であったのは地盤の液状

化によるものであり，地中に埋設したライフライン

や戸建て住宅などに大きな被害を与えた．地盤の液

状化は，広い範囲で発生が確認され，東京湾臨海部

の埋立地の他，内陸部の埼玉県や千葉県の旧河道部

や新しい埋立地，造成地でも多数確認された3),4),5)． 
地震調査委員会では，東北地方太平洋沖地震とそ

れ以後の地殻変動のデータを用い，国内の主要活断

層帯への影響を評価し，関東地方周辺に位置する立

川断層と三浦半島断層群を含む5断層について地震

発生確率が高くなっている可能性があることを明ら

かにしている6)．また，南海トラフ沿いの海溝型地

震の発生確率も依然として高く，今後も関東地方お

よびその周辺で規模が大きい地震が発生する可能性

が高い．そのため，東北地方太平洋沖地震で関東地

方に発生した様々な被害の原因を究明し，今後の地

震防災・減災対策に反映させる必要がある． 
前述のように，関東地方では複数の地点で液状化

が発生しライフラインが被災し，市民生活に大きな

影響を与えたことから，地震動特性と液状化発生特

性等の関係などを取りまとめ，液状化の発生原因を

明らかにすることは重要である． 
東京大学生産技術研究所小長井研究室では東京都

江東区内の東京地下鉄東西線，有楽町線上の2か所

で鉛直アレー地震観測を実施しており，内一か所で

は工学的基盤相当の地盤を含めた複数の深度での観

測記録が得られている7)．東北地方太平洋沖地震本

震のみならずその前後に発生した地震による記録も

複数観測されているとともに，地震観測地点での地

盤調査も行われており，地盤の地震時挙動を解明す

るための条件が揃っている． 
本論文では，この鉛直アレー地震観測の概要を紹

介するとともに，得られた地震動記録使用し，東北

地方太平洋沖地震における東京湾臨海部における地

震時挙動の検討結果を報告する． 
 
２．鉛直アレー地震観測の概要 
 
こ こ で 取 り 上 げ る 新 木 場 の 鉛 直 ア レ ー

（N35.645681，E139.824562）は，東京湾岸の地下



 

 

鉄沿線で1976年から実施されている地震観測システ

ムの一観測点である．図-1に鉛直アレー地震観測地

点を示す．当該地点は，昭和36年以降から昭和45年
にかけて浚渫土砂で埋立てられている8),9),10)．図-2

に地盤柱状図を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 鉛直アレー地震観測地点および 

周辺の地震観測地点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 鉛直アレー地震観測地点の地盤柱状図 

および地震計の設置位置 

G.L.-7mまでが浚渫の埋立土のため，旧海底面は

G.L.-7mと考えられる．G.L.-7m～G.L.-14.5mは有楽

町層上部層（Yu層），G.L.-14.5m～G.L.-37.2mは有

楽町層下部層（Yl層）が堆積している．Yu層はシ

ルトおよび貝殻片を混えた粒径均一な細砂により構

成されている．シルトが混入するため，標準貫入試

験結果（以後，N値）はN=6～24とばらつく．Yl層
はシルトを主体としており，N値はN＝2～7と小さ

く軟弱である． 
G.L.-37.2m以深は更新統の七号地層（Na-1層），

七号地層基底層（Na-2層），東京礫層（Tog層），

東京層（To層），江戸川層（Ed層）となっている．

Na-1層はG.L.-37.2m～G.L.-53.5mまでの層厚16.3mで，

シルトは混入するが細砂が卓越している．層の上部

ならびにシルト層以外ではN値が大きい．G.L.-
53.5m～G.L.-56.0mのNa-2層は砂を若干混入した腐

植質シルト層であるが，N≒30とN値は比較的大き

い．G.L.-56.0m～-60.8mのTog層は密に締まった砂礫

層でありN＞50である．To層（G.L.-60.8m～72.8m）

の上部は細・中砂で構成されN値も高いが，下部は

砂混りシルト層となりN値は30程度となる．最下層

のEd層はTog層と同様に硬く締まった砂礫層であり

N値もN>50と大きく，本地点での基盤層と考えられ

ている．図-3に周辺の地質縦断図11)を示す． 
本震後の2011年3月15日に実施した現地調査では，

地震観測地点から約350m程度離れた新木場駅周辺

では，大量の噴砂が確認され液状化の発生が認めら

れたが，地震観測地点では液状化は確認されず，国

土交通省・地盤工学会の調査でも同様の結果である
3)．そのため，地震観測地点は液状化していないと

考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 鉛直アレー地震観測地点周辺の地質縦断図 

（文献11)に加筆・修正） 
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地震計は（株）東京測振社製のSA-355CT(TypeA)
であり，G.L.-2m（地表），G.L.-30m（中間），

G.L.-76m（基盤）の三深度に埋設されている．いず

れも，水平二成分，鉛直成分の計三成分の加速度を

同時に観測することができる．観測可能な最大加速

度は2,000cm/s2である． 
観測当初はG.L.-2m，G.L.-30m，G.L.-74mの三深

度に地震計を設置していたが，1986年に地震観測地

点の移設を行い，その際に最深部の地震計の設置深

度がG.L.-76mに変更された．その後，1999年に地震

計の老朽化による不具合が発生したため，G.L.-2m
とG.L.-76mの地震計を更新している． 

G.L.-76mの地震計において水平方向は2cm/s2以上，

鉛直方向は1cm/s2以上の加速度を観測した際に，遅

延時間30秒を含む記録が記録される． 
地震計は水平二軸が磁石方位のN-S方向，E-W方

向と一致することを目標に設置されている．当該地

点の磁気偏角は6°53'のため12)，目標通り地震計が

設置されていたとすると，地震計のN方向は真北に

対して西側に6°53'傾いていることになる． 
地震計における加速度時刻歴の符号は，変位波形

で一旦N側に向かいS側に反転する場合をN方向の加

速度の+，同様に変位波形で一旦E側に向かいW側

に反転する場合をE方向の加速度の+としている．

この考え方は，変位波形を2回微分した際の符号の

反転を無視したことになる．さらに，防災科学技術

研究所のK-NET13)やKiK-net14)の符号と反転するため，

本論文では加速度の符号を反転させて使用する． 
 

３．地震計の設置方位の確認 
 
(1)設置方位の重要性 

鉛直アレー地震観測記録を使用して，地盤の地震

時挙動などの評価を行う場合，地震計の設置方位の

ずれが検討結果に大きく影響を及ぼす場合があるた

め，設置方位の確認と補正が重要となる． 
地震計の設置方位がずれる原因は，地震計をボア

ホールに埋設する際に地震計の方位を直接測定する

ことが困難であることが想定され，十分慎重に設置

したとしても，特に深い深度に埋設された地震計に

は設置誤差が生じる可能性が高い． 
埋設地震計の設置方位の検討は，佐藤・片山15)の

研究をはじめとして複数の研究がおこなわれている．

防災科学技術研究所のKiK-netの記録の公開後には，

地中地震計の設置方位ずれの検討がいろいろな方法

で行われているたとえば16)． 
これらの方法は，複数の地震計の相対的な 設置

方位の関係を求めるものであり，地震計の絶対的な

設置方位を特定するためには，設置方位が明らかな

地震計を含めた検討が必要になる． 
 
(2)検討方法 

鉛直方向に設置された二つの地震計で同じ地震を

観測した場合，地震動が鉛直下方から入射すると仮

定すると，地震計の設置方位の差と地震波の到達時

間を適切に補正するとほぼ同じ地震動が観測される

と考えられる．短周期成分は地盤構造などによる地

震動の散乱や逸散の影響を受け二つの地震動記録に

は差が出やすいが，長周期成分はその影響が少ない

と考えられる． 
そこで，長周期成分が卓越する変位波形を使用し，

変位時刻歴の水平軌跡を相互に比較することにより，

3つの地震計の相対的な関係を検討する．さらに前

田他の方法16)を用いて客観的評価を行い，二つの結

果から総合的に設置方位誤差を評価する． 
検討に使用する地震動は，振幅の大きい波形とし

て，東北地方太平洋沖地震の本震記録と，本震直後

の15時15分に発生した茨城県沖を震源とするMj7.7
の余震記録を使用する． 
設置方位誤差は水平二軸と鉛直軸の三軸で生じる

可能性があるが17)，本検討では特に誤差が生じやす

い鉛直軸まわり（水平方向）のみを対象とする．な

お，ここでいう設置方位誤差は，最も浅い地点に設

置されたG.L.-2mの地震計との相対誤差である．一

般的にはこの程度の深度に設置された地震計には設

置方位誤差はないと考えられるが，設置方位ずれが

確認された例もある15),18)．地震計の設置方位につい

ては，地震計を設置する技術者の技量によって精度

にばらつきがあるため，今後絶対的な設置方位の検

討が必要である． 
 
(3)検討結果 

図-4(a)に変位時刻歴の振幅が比較的大きい時間

帯での水平軌跡を比較した結果の一例を示す．変位

波形は，加速度波形にバンド幅0.1Hz～0.5Hzのバン

ドパスフィルターを作用させた後，フーリエ積分を

二度実施して算出した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 3 深度の地震計で観測された変位時刻歴の 

水平軌跡の比較 
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G.L.-2mの水平軌跡と G.L.-30mの水平軌跡との差

異は小さいが，G.L.-2mと G.L.-76mとの水平軌跡に

は明瞭な差異が見られる． 
変位時刻歴の振幅が大きい時間帯を複数抽出し，

軌跡中心と水平軌跡の折れ返り点との角度を読み取

り，水平軌跡のずれ角度を算出する．その結果，

G.L.-2mの水平軌跡に対する二つの地震計の水平軌

跡のずれ角度は，G.L.-30mが時計回りに2度～4度，

G.L.-76mが時計回りに31度となった． 
変位時刻歴の水平軌跡を比較する方法では，評価

結果に客観性が乏しいため，前田他の方法16)を用い

て客観的な評価を行う．この方法は，基準とする地

震計（G.L.-2m）での水平動記録を（xa，ya），誤差

を検討する地震計（G.L.-30mおよびG.L.-76m）での

水平動記録を(xb，yb)とすると，二つの水平動は地震

計の設置方位の差（θ：反時計まわりを正）と時間

差（Δt）を用いて(1)式で表現されると考え，最適

なθとΔtを評価するものである． 
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θとΔtの最適値は，xa(t+Δt)とxb’(t)とxb(t+Δt)と

yb’(t)の相関係数が最大となるように，θは±90度
の範囲で1度間隔，Δtは±0.5秒の範囲を0.01秒間隔

でグリッドサーチを行った． 
その結果，G.L.-30mはG.L.-2mに対して反時計回

りに2度，G.L.-76mは反時計回りに31度が最適値と

なった．θは誤差を検討する地震計から見た基準と

する地震計との角度のため，変位水平軌跡の比較に

よるずれ量と整合している． 
変位時刻歴の水平軌跡の比較および前田の方法に

よる検討結果から総合的判断し，G.L.-2mの地震計

に対する地震計の設置誤差は，G.L.-30mの地震計は

反時計回りに2度，G.L.-76mの地震計は反時計まわ

りに31度とする． 
図-4(b)にG.L.-30mとG.L.-76mの地震計の設置誤

差を補正した場合の水平軌跡を示す．3つの地震計

の水平軌跡はほぼ重なっていることがわかる． 
本論文で使用するG.L.-30mとG.L.-76mの地震観測

記録については，この設置誤差を補正している．ま

た，その他の補正として，全ての記録に対して前述

した符号の補正，基線補正を行っている．基線補正

の補正量は，遅延時間を考慮して初動5秒の平均値

とし，全ての時間帯に対して同一の補正量を使用し

て実施している．なお，G.L.-2mの地震計の絶対的

な設置方位が確認されていなため，本論文では計測

軸を方位で表示せず，N-S方向をY方向，E-W方向

をX方向と表示する． 
 
４．鉛直アレー地震観測地点での地震動記録 
 

(1)概要 

1999年2月に地震観測システムを更新した後に観

測された地震動記録を紹介する．1999年2月から

2011年6月までに166地震による地震動が観測されて

いる．東北地方太平洋沖地震は多数の余震が発生し

たことから，69地震が本震以降に発生した地震であ

る．図-5に地震動を観測した地震の震央分布を示す．

規模の大きい地震は太平洋側の沈み込み帯で発生し

ている． 
表-1に各深度における水平二方向の最大加速度の

範囲を示す．最大加速度が小さい地震動がほとんど

であるが，東北地方太平洋沖地震（最大加速度

115.7cm/s2）を含め3地震でG.L.-2mの最大加速度が

50cm/s2を超える記録が観測されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 地震動を観測した地震の震央分布 

（北緯32度～40度，東経136度～144度の範囲） 

 
表-1 観測された地震動の最大加速度の範囲 

最大加速度の範囲 G.L.-2m G.L.-30m G.L.-76m 

  0cm/s2～  5cm/s2 77 120 145 

  5cm/s2～ 10cm/s2 61 28 16 

 10cm/s2～ 15cm/s2 13 8 2 

 15cm/s2～ 20cm/s2 4 6 0 

 20cm/s2～ 25cm/s2 6 1 0 

 25cm/s2～ 50cm/s2 2 2 3 

 50cm/s2～100cm/s2 2 1 0 

100cm/s2～150cm/s2 1 0 0 

 
(2)2011年東北地方太平洋沖地震における観測記録 

表-2に東北地方太平洋沖地震で観測された地震動

の最大値を，図-6に水平方向の地震動の時刻歴波形

を示す．速度波形および変位波形は，加速度波形に

バンド幅0.1Hz～10.0Hzのバンドパスフィルターを

作用させた後，フーリエ積分により算出した．

G.L.-30mの上下方向の記録は，観測機器の不具合に

より得られていない． 

M9 

M8 

M7 

M6 
M5 



 

 

表-2 2011年東北地方太平洋沖地震における地震観測記

録の最大値とG.L.-76mの最大値に対する最大値の比 

設置深度 

G.L. 
方向 

加速度 

(cm/s2) 

速度 

(cm/s) 

変位 

(cm) 

-2m Y 102.7(2.3) 24.9(1.8) 9.5(1.1) 

 X 115.7(2.5) 26.2(2.0) 10.3(1.1) 

 上下 60.4(2.2) 6.6(1.4) 3.5(1.1) 

-30m Y 72.0(1.6) 19.7(1.4) 9.7(1.2) 

 X 90.8(2.0) 18.6(1.4) 10.6(1.1) 

 上下 -※ -※ -※ 

-76m Y 44.8 14.0 8.3 

 X 46.2 13.2 9.7 

 上下 27.4 4.8 3.2 

※観測機器の不具合により欠測 
 

G.L.-2mの加速度波形では，計測開始後60秒付近

でS波が到達したと考えられ振幅が大きくなる．120
秒付近から約40秒間大きい振幅が見られるが，それ

以降には大きな振幅は見られない． 
一方，変位波形は加速度波形と異なる形状を示す．

120秒付近から大きな振幅を示すのは加速度波形と

同じであるが，加速度波形では振幅が小さくなる

160秒以降でも周期6～8秒が卓越する大きな振幅の

波形が継続して見られる．特に220秒以降には，120
秒付近と同程度の振幅の波形が見られる．変位時刻

歴波形の振幅が大きい時間帯は，約360秒付近まで

継続する．その後，振幅は小さくなるが，小さい振

幅で揺れが継続している．同様の傾向がG.L.-30mと

G.L.-76mの変位時刻歴にも見られる． 
この長周期成分が卓越した地震動は，関東地方の

盆地構造に起因し，二次的に生成された表面波と考

えられる．2004年新潟県中越地震（Mj6.8）等の規

模が大きい地震でも，同様の長い卓越周期を有する

地震動が観測されている． 
図-7に各深度における加速度応答スペクトル

（h=5%）を示す．破線は，道路橋示方書19)で規定

された道路橋の耐震性能の照査に用いるレベル2地
震動（Ⅲ種地盤、タイプⅡ地震：海溝型地震）の標

準加速度応答スペクトルである．G.L.-2mで観測さ

れた地震動の加速度応答スペクトルは，標準加速度

応答スペクトルよりも小さいことがわかる．短い周

期帯では，浅い地点に設置された地震計の方が加速

度応答スペクトル振幅が大きいが，5秒を超える周

期帯ではほとんどその差がなくなり，長周期帯では

図-6 2011 年東北地方太平洋沖地震において観測された地震動の時刻歴波形 

(a)Y 方向 (b)X 方向 

(ⅲ)変位 

(ⅱ)速度 

(ⅰ)加速度 

(ⅲ)変位 

(ⅱ)速度 

(ⅰ)加速度 



 

 

3深度の地震時挙動はほぼ同じであることを示す．

この結果は，長周期成分が卓越する変位波形では，

3深度の波形に大きな差が見られなかったことと整

合する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)Y方向       (b)X方向 

図-7 2011年東北地方太平洋沖地震において観測された

地震動の加速度応答スペクトル(h=0.05) 

 
図-8に東北地方太平洋沖地震でのG.L.-76mに対す

るG.L.-2mの伝達関数（フーリエスペクトル比）を

比較的小さいな地震動の伝達関数と比較して示す．

小さな地震動としては，G.L.-76mでの最大加速度が

2cm/s2以下である2010年5月9日に発生した東京都23
区の地震（Mj3.8）を使用した．伝達関数は，バン

ド幅0.2HzのParzenウィンドウで平滑化している． 
伝達関数の一次の卓越振動数は，Mj3.8の地震が

0.83Hzであるのに対して，東北地方太平洋沖地震で

は0.74Hzに低下しており，地震時に地盤が非線形化

し，せん断剛性が低下したと考えられる．地盤の地

震時挙動が１次モードが卓越すると仮定し，卓越振

動数の低下からせん断剛剛性の低下量を推定すると，

本震時の地盤のせん断剛性は，初期せん断剛性の

0.8程度となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 本震と小地震との伝達関数の比較 

（Y方向：G.L.-2m/G.L.-76m） 
 

同様に地盤の地震時挙動が１次モードが卓越する

と仮定し，変位波形から地震計設置間での最大相対

変位を算出し，地震計間の距離で除することにより，

地盤の最大せん断ひずみを推定する．表-3に最大相

対変位とそれから推定した最大せん断ひずみを示す． 
G.L.-2m～G.L.-30m間の最大せん断ひずみはG.L.-

30m～G.L.-76m間よりも大きく，図-2に示す地震観

測地点の地盤柱状図と整合する． 

表-3 地震観測記録から算出した地震計間の相対変位と

それから推定した最大せん断ひずみ 
地震計 最大相対変位(cm) 最大せん断ひずみ 

上端 下端 Y方向 X方向 Y方向 X方向 

-2m -30m 2.30 2.49 8.2×10-4 8.9×10-4 

-30m -76m 2.25 3.05 4.9×10-4 6.6×10-4 

 
(3)周辺の観測記録との比較 

鉛直アレー地震観測地点の近傍には，防災科学技

術研究所のK-NETと東京都港湾局20)の地震観測点が

設置されている．東京都港湾局の地震観測は，本地

震観測と同様に鉛直アレー地震観測であり，基盤で

の地震動が観測されている．図-1に観測地点を示す．

最も近い観測点は東京都港湾局の夢の島観測点であ

る． 
図-9に東京都港湾局の夢の島観測点，新有明観測

点，品川観測地点での基盤におけるY方向相当の加

速度および変位波形を本地震観測地点での観測記録

（Y方向）とあわせて示す．基盤地震計の設置深度

は，夢の島観測点がG.L.-89.48m，新有明観測点が

G.L.-75m，品川観測点がG.L.-36mである． 
夢の島観測点での地震動は本地震観測地点に近い

ことから，ほぼ同様の形状を示し，変位波形に見ら

れる220秒以降に振幅が大きくなる傾向も類似して

いる．一方，やや離れた新有明観測点と品川観測点

での変位波形は本地震観測地点での変位波形と形状

が異なり，約200秒付近で大きな変位振幅を示す． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-9 鉛直アレー観測地点の周辺で観測された地震動と

の比較（基盤，Y 方向相当，時刻歴波形） 

東北地方太平洋沖地震 

2010 年 5 月 9 日の地震(Mj3.8) 

0.83Hz 
0.74Hz 

G.L.- 2m 
G.L.-30m 
G.L.-76m 

G.L.- 2m 
G.L.-30m 
G.L.-76m 



 

 

図-10(a)に4つの地震動の加速度応答スペクトル

（h=5%）を示す．3秒以降の周期帯では4つの加速

度応答スペクトルはほぼ同じであるが，それよりも

短い周期帯では，本地震観測点と夢の島観測点がほ

ぼ同じであるが，新有明観測点と品川観測点は異な

るスペクトル特性を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)基盤         (b)地表 

図-10 鉛直アレー観測地点の周辺で観測された地震動と

の比較（加速度応答スペクトル(h=0.05)） 
 

図-11に東京都港湾局の夢の島観測点，K-NETの
TKY013（砂町），TKY017（辰巳）での地表にお

けるY方向相当の加速度および変位波形を本地震観

測地点での観測記録（Y方向）とあわせて示す．本

地震観測点に近い夢の島観測点とTKY013では，加

速度および変位波形は類似している．TKY017は加

速度波形の150秒付近に比較的大きな振幅が見られ

る．いずれの地点でも，密な砂質地盤が液状化した

際に見られるサイクリックモビリティによるパルス

状の波形は確認されていない． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図-11 鉛直アレー観測地点の周辺で観測された地震動と

の比較（地表，Y 方向相当，時刻歴波形） 

５．地震応答解析に基づく検討 

 

鉛直アレー観測地点では地盤調査が行われ，ボー

リング調査および標準貫入試験の他，PS検層が行

われている．また，現地で採取した試料に対して室

内土質試験が行われ，動的変形特性が求められてい

る．これらのデータに基づき，G.L.-76mまでの地盤

を対象に地震応答解析を行い，地盤の地震時挙動を

推定する．観測記録から推定した地盤に生じる最大

せん断ひずみは10-3程度のため，地震応答解析法に

は等価線形解析を使用する． 

 

(1)地盤モデルの作成 

地盤調査結果を参考に表-4に示す地盤モデルを構

築した．解析対象範囲は地震計の設置深度である

G.L.-76mまでとし，その間を土質種別やPS検層結果

に基づき13層に分割した．動的変形特性試験は9深
度から採取した試料に対して実施されている．分割

層内で動的変形特性試験が行われていない場合には，

同様な地盤から採取された試料で行われた結果を適

用する．図-12に動的変形特性を示す． 
 

表-4 鉛直アレー地震観測地点の地盤モデル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-12 地震応答解析に用いた動的変形特性 

本地震観測点 

夢の島観測点 

新有明観測点 

品川観測点 

本地震観測点 

夢の島観測点 

TKY013 

TKY017 

せん断 せん断 動的

波速度 剛性 変形

ρ Vs G 特性

No. (t/m3) (m/s) (kN/m2)

1 盛土 0.0 2.0 1.80 95 16245 ①

2 埋土 2.0 7.0 1.85 95 16696 ①

3 細砂 7.0 14.5 1.85 170 53465 ②

4 シルト 14.5 20.0 1.70 155 40843 ③

5 シルト 20.0 30.0 1.55 140 30380 ④

6 シルト 30.0 39.0 1.60 160 40960 ④

7 細砂 39.0 43.2 1.85 235 102166 ⑤

8 細砂 43.2 47.0 1.90 235 104928 ⑤

9 シルト 47.0 48.5 1.70 290 142970 ⑧

10 細砂 48.5 56.0 1.90 290 159790 ⑥

11 砂礫 56.0 65.7 1.95 400 312000 ⑦

12 中砂 65.7 72.8 1.75 300 157500 ⑧

13 砂礫 72.8 76.0 2.00 400 320000 線形

14 基盤 76.0 - 2.00 400 320000

層 土質名称 深度
密度

(G.L.-m)

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 



 

 

(2)解析結果 

図-13にY方向の入力地震動を用いた場合の最大

加速度，最大速度（G.L.-76mに対する相対値），最

大変位（G.L.-76mに対する相対値），最大せん断ひ

ずみ，最大せん断応力の鉛直方向の深度分布を示す．

最大加速度，最大速度，最大変位には観測結果を●

印であわせて示す．解析結果は，G.L.-2mの観測結

果を少し大きめに評価しているが，G.L.-30mの観測

結果は概ね再現できている． 
図-14に地震応答解析から評価したG.L.-2mとG.L.-

30mの加速度波形を観測加速度波形とあわせて示す．

地盤の非線形特性の設定を含む地盤のモデル化の精

度等の影響により，G.L.-2mおよびG.L.-30ｍともに，

加速度振幅が大きい140秒～170秒付近では，解析加

速度波形と観測加速度波形との一致度は低下するが，

それ以外の時間帯では解析加速度波形は観測加速度

波形を再現できている．図-13に見られたG.L.-2mに

おける最大加速度の大きめな評価も，波形全体を大

きめに評価しているものではないことがわかる．そ

のため，地震応答解析は地盤の地震時挙動を概ね再

現できたと考えられる． 
地盤に生じる最大せん断ひずみは，最大で2×10-3

レベルであり，地盤は地震時に著しい非線形性を示

していないと考えられる．この結果は，地震観測地

点で液状化が確認されていないことと整合する．図

中には，前章で検討した地震観測記録から評価した

地盤の最大せん断ひずみの推定値を点線で示す．推

定値と解析結果は概ね整合する． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 地震応答解析による最大応答値の深度分布 

(最大せん断ひずみの点線は，観測記録から算出し

た最大せん断ひずみ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 観測加速度波形と地震応答解析結果との比較

(G.L.-2m，G.L.-30m，Y方向) 

 

６．結論 
 

東京都江東区の臨海埋立地で実施されている鉛直

アレー地震観測の概要を述べるとともに地震計の設

置誤差の検討を実施した．また，東北地方太平洋沖

地震で観測された地震動記録の分析や近傍で観測さ

れた地震動記録との比較等により，観測記録から地

盤の地震時挙動を検討した．さらに，等価線形解析

法により地盤の地震応答解析を実施した．その結果，

以下の事項が明らかになった． 
(1) 地中埋設地震計の設置方位誤差を変位時刻歴の

水平軌跡を比較する方法と，前田他による客観

的な評価方法から総合的に検討し，G.L.-30mの

地震計はG.L.-2mの地震計に対して反時計回りに

2度，G.L.-76mの地震計は反時計回りに31度の誤

差があることを明らかにした． 
(2) 東北地方太平洋沖地震での最大加速度はG.L.-2m

で116cm/s2，G.L.-76mの基盤層（江戸川層：更新

統）では46.2cm/s2であった．G.L.-2mの地震動の

加速度応答スペクトル（h=5%）は，道路橋の耐

震性能の照査に用いるレベル2地震動の標準加速

度応答スペクトルに比べ大幅に小さいものであ

った． 
(3) 東北地方太平洋沖地震での地震動には，長周期

成分（6秒～8秒）の卓越が見られ，関東地方の

盆地構造に起因する表面波と考えられた．この

長周期成分の卓越はG.L.-76mでの地震動でも同

様に見られた． 
(4) 観測記録から東北地方太平洋沖地震において地

盤に生じた最大せん断ひずみと，せん断剛性の

低下率を推定した結果，最大せん断ひずみは

G.L.-2m～G.L.-30mでは8～9×10-4レベル，G.L.-
30m～G.L.-76mでは5～7×10-4レベルであった．

またせん断剛性の低下率は初期せん断剛性に対

して0.8倍程度となった． 
(5) 等価線形解析法で地盤の地震時挙動を評価した

結果，振幅の大きい時間帯では加速度波形の再

現性がやや低下したが，それ以外の時間帯での

加速度波形はおおむね再現できた． 
(6) 地震応答解析では地盤に生じる最大せん断ひず

みは，最大で2×10-3レベルであり，地盤は地震

時に著しい非線形性は示しておらず，地震観測

地点で液状化が確認されていないことと整合す

る結果となった． 
(7) 観測記録から推定した地盤の最大せん断ひずみ

と解析結果から得られた地盤の最大せん断ひず

み分布は概ね整合していた． 
 
鉛直アレー地震観測では，東北地方太平洋沖地震

の本震を含む複数の地震での記録が得られており，

本震で液状化した東京湾臨海部の埋立地の地震時挙

動を検討するうえで重要な記録と考えられる．今後，

地震応答解析に用いる地盤モデルの精度の向上をは

かり，非線形解析法による詳細な検討を行う予定で

ある． 

Obs. 
Ana. 

Obs. 
Ana. 

●観測 ●観測 ●観測 

最大加速度 最大速度 最大変位 最大 
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最大 

せん断ひずみ 
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EARTHQUAKE RECORDS FROM DOWNHOLE ARRAYS IN TOKYO BAY AREA 

DURING THE 2011 OFF THE PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE 
 

Takaaki IKEDA, Kazuo KONAGAI and Toshihiko KATAGIRI 
 

Underground motions within a hard diluvial stratum were obtained in the March 11th 2011 Great East 
Japan Earthquake at a downhole in the Tokyo Bay area, which has suffered serious sand-liquefaction over 
its long 42km2 stretch. The motions in the diluvial sand deposit are characterized by their (1) long 
duration times with 6 to 8s components surpassing others, (2) moderate amplitude of 46.2 cm/s2 in PGA, 
which is estimated to have resulted in moderate average strains of 8 to 9 × 10-4 and 5 to 7 ×10-4 over 
shallow -2 to -30m and deep -30 to -76m soil deposits, respectively. The peak strain reached in the 
interior of soil was estimated to be about 2× 10-3. 


